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新潟県中越地震における被災者の避難行動と再建過程 
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   The random sampled survey was designed to clarify the disaster process of victims in the 2004 Mid-Niigata 
Prefecture Earthquake. The findings of the survey were as follows:  1)About 70% of the respondents escaped to the 
outside of their home staying in cars, tents and garages on the day of the impact because of the terror of the 
aftershocks,  2) Almost 100%  of the respondents tried to confirm the safety of somebody or/and something right 
after the impact, 3)According to the ‘Reconstruction Calendar,’ the majority of the victims thought their 
offices/schools had resumed, and the financial situation of households were getting better, while other items about 
housing, daily life had not been restored yet. 
 
Key Words : evacuation and sheltering, disaster process, Reconstruction Calender, confirmation of the safety 

 
 
１．研究の背景・目的 

 
(1) 研究の背景 

2004 年 10 月 23 日、新潟県中越地震が発生した。本論

文執筆時点(2005 年 5 月)における総務省消防庁の最新情

報では、死者 46 人、重軽傷者 4,801 人、住家全壊 2,827

棟、半壊 12,746 棟、一部破損 101,509 棟となっている 1)。

このような大規模な人的・物的被害をもたらした地震災

害は、1995 年阪神・淡路大震災以来である。 

災害は外力(Hazard)と社会の脆弱性(vulnerability)と

の関係性のもとに発生する。地震災害は、地震動などの

自然外力と、地域の地理的状況・都市環境・社会構造・

文化・歴史・防災体制などを背景とした社会の脆弱性と

の関係性によって、発生する被害・災害の様相は大きく

異なる 2)～6)。新潟県中越地震は、阪神・淡路大震災(兵

庫県南部地震)とは違った「地震活動の特徴」や「農山村

地域」ならではの被害・災害が発生している。それゆえ、

災害の全体像を解明するためには、単に人的・物的被害

の大小だけを議論するのではなく、外力や社会の脆弱性

の特徴をふまえたうえで、人間と社会に与えた被害・影

響を解明していく必要がある。 

 

(2) 新潟県中越地震の特徴 

気象庁は、余震活動の活発さに言及している。震度 7

を記録した本震以降、2004 年 12 月 28 日までに震度 5 弱

以上を記録した地震は計 19 回発生しており 7)、最も余震

の多い地震といわれていた 1943 年鳥取地震・1945 年三

河地震と同程度の余震活動が起こっている 8)。 

稲垣・釜井は、日本有数の地すべり多発地帯で起きた

斜面被害の様相をまとめた上で、豪雨・融雪における 2

次災害の危険性を述べている 9)。飛田らは被害調査をも

とに、旧谷部に盛土し平坦化した箇所が、地震動により

陥没もしくは流出したことによる道路被害の多さを指摘

している 10)。 

これらの地震や地震被害が、人々や社会へどのような

影響を与えたのかについての報告も散見される。例えば

森田は、被災後 4 日目からの現地調査を通して、発生時

刻が夕刻であり余震と暗黒の中で不安な夜を迎えたこと、

道路が損壊して孤立・通行困難集落がでたこと、夕食時

にもかかわらず火災が少なかったことなどを報告してい

る 11)。消防庁先遣隊として被災地にむかった重徳は、農

山村地域におけるライフライン復旧の難しさ、地盤や豪
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雪を考慮した住宅修理の難しさ、都市とは異なる共助と

してのコミュニティーの強さを述べている 12)。 

しかし、上記のような個人的経験・伝聞に基づく報告

はあるものの、被災地全体として「新潟県中越地震が被

災者の意識・行動にどのような影響を与えたのか」につ

いての量的把握は行われていなかった。 

 

(3) 本研究の目的 

 上記のような背景のなかで、総務省消防庁・京都大学

防災研究所は、2005 年 3 月、ランダムサンプリング法に

基づく大規模質問紙調査を行った。 

 本論文ではそのうち「被災者の避難・安否確認行動と

復旧・復興の現状」に焦点をあてて分析を行った。今後

も継続的に調査を行い、新潟県中越地震における被災か

ら復旧・復興までの過程を明らかにすることを目的とし

たからである。更に、阪神・淡路大震災などの他の地震

災害と比較検討することで、現代日本の地震災害からの

生活再建過程の一般性を解明し、今後の災害対策・復興

対策に活かすことが研究の最終的な目標である。 

 

 

２．方法 
 
(1) 調査の概要 

本論文で用いるデータは、2005年3月に総務省消防庁及

び京都大学防災研究所が共同実施した「新潟県中越地震

における避難と生活再建に関する実態調査」から得られ

たものである。 
調査の目的は「被災地の住民を調査対象者として、避

難のようすと現在進行中の生活復旧・復興の状況の変化

を把握する」である。このような目的のもと、1.調査対

象者、2.調査フレーム、3.調査項目を設定した。以下に、

それぞれの特徴を述べる。 
 
(2) 調査対象者 

 本調査は新潟県中越地震の被害と影響が大きかった地

域における、避難と生活再建の状況の変化を把握するこ

とにある。そのため調査対象地域を小千谷市・川口町の

全域とした。 
新潟県中越地震では、61市町村(発災当時の行政区分)

が被災し、54市町村(合併後は25市町村)が災害救助法の

適用を受けた。それらを1.死者数、2.全壊住家棟数、3.公
共施設被害棟数で比較すると、被災程度の高かった自治

体は長岡市・小千谷市・川口町であった(山古志村は全村

避難のため被災程度不明) 13)。このうち自治体全域が被

災しているのは小千谷市・川口町であり、この2自治体を

調査対象地域とした。 
 調査対象者は、上記地域在住の成人男女とした。調査

方法は層化2段抽出法とした。まず調査地から無作為に50
地点を抽出した(人口比率に基づき小千谷市43地点・川口

町7地点を抽出)。次に各地点の住民基本台帳を基に1世帯

から1人が抽出されるように、20人ずつ確率比例抽出を行

った。また男女比をほぼ同じにするように、各世帯から

抽出される個人を特定した。以上の結果、1,000人を調査

対象者として抽出した(調査地域内人口(3月時点)45,668人
の2.19%)。 
 調査方法は郵送時記入・郵送回収方式、調査期間は

2005年3月18日調査票発送開始、4月5日に回収を締め切っ

た。なお、2005年3月下旬時点で質問紙が回収されていな

い全調査対象者に対し、ハガキによる督促状を1回送付し

た。 
 
(3) 調査フレーム・調査項目 
 調査フレームは、1.地震発生による被害実態、2.地震発

生時から調査時点までの5ヶ月間における行動・認識、3.
地震から5ヶ月が経過した調査時点での調査対象者自身の

状況・認識という各時点(期間)において質問が構成され

ている。 
 調査項目は、1.地震による被害状況、2.地震後の避難行

動とその理由、3.地震後の安否確認、4.り災証明交付結果

と行政対応の満足度、5.生活再建状況(復興カレンダー)、
6.地震後のくらしや仕事、7.現時点での心身の健康、8.ま
ちや近所づきあい、9.よりよいまちにするための意見、

の9点である。 
筆者らの調査チームは、阪神・淡路大震災の被災者の

生活再建過程を定期的にモニターする質問紙調査を、

1999年から2年に1度実施してきた。本調査の1・2、5～8
の全部または一部項目は、これらの調査でも繰り返し質

問されていて、質問項目の妥当性・信頼性がある程度確

認されている14～16)。また3・5の質問項目の回答方法につ

いては、地震発生以降の「カレンダー」に○をつけるか

たちで回答してもらい、分析時には時間経過を対数軸に

置き換えて分析する手法17)を採用した。 
 
 
３．結果と考察（１）基本属性 
  
 本章では、調査状況、フェースシート項目である回答

者特性と被害実態、回答者と母集団の等質性の検定につ

いて分析・検討を行った。 
 
(1) 調査状況 

回答総数は543票(回答率54.3%)であった。次に回答票

から、白紙、未記入・誤記入多、性別・年齢未記入、震

災時に小千谷市・川口町以外に居住していた人の回答票

を除外した。最終的に有効回答数は518票(有効回答率

51.8%)となった。 

 

(2) 回答者特性 

 回答者の性別、年齢(世代)、震災時の家族人数、震災

時の住所の各項目について、性別(男性・女性)、年齢(世

代: 20・30代、40・50代、60代以上)で特性の差を明らか

にした。 

a) 性別×世代(表1) 

 回答者の性別は、男性47.1%、女性52.9%であった。性

別と世代をみると、男女とも60代以上が最も多く(男性全

体の43.1%, 女性全体の38.6%)、性別による年齢構成比率

には有意差は見られなかった(χ2(5)=7.68, n.s.)。 

b) 震災時の家族人数(表2) 

 回答者の震災時の家族人数は、2人世帯(21.3%)および6

人以上世帯(23.4%)が多かった。性別でみると、女性の6

人以上世帯(女性全体の28.3%)が多かったが有意差はなか

った(χ2(5)=9.44, n.s.)。世代別でみると、60代以上の

2 人 世 帯 (60 代 全 体 の 34.3%) が 有 意 に 多 か っ た

(χ2(10)=48.97, p<.01)。 

c) 震災時の住所(表2) 

 回答者の震災時住所をみると、無回答等を除いた回答

数(n=512)のうち小千谷市84.7%、川口町15.3%であった。

性別・世代別で有意差はなかった(性別:χ2(6)=3.59, 

n.s., 世代:χ2(12)=10.63, n.s.)。 
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(3) 被害実態 

 回答者の被害実態として、家族被害、家屋被害、家財

被害、被害額の年収に対する割合について分析を行った。 

a) 家族被害(表3) 

 家族被害をみると、無回答等を除いた回答数(n=495)の

うち家族が死亡した人は0.4%、家族が重症を被った人は

2.8%、家族が軽症を被った人は22.6%、被害なしが74.1%

で、4人に1人は家族に何らかの人的被害があったことが

わかった。性別・世代別では有意差はなかった(性別:

χ2(3)=4.53, n.s., 世代:χ2(6)=3.81, n.s.)。 

b) 家屋被害(表3) 

 家屋被害については、り災証明の結果および家屋構造

被害をもとに家屋被害程度を明らかにした。また堀江ら
18-19)、岡田・高井20)、高井・岡田21)をもとに、全壊の中

で「ある階がつぶれてしまう」ような重篤な被害を「層

破壊」として区別した。 

無回答等を除いた回答数(n=490)のうち層破壊は4.3%、

全壊は8.6%、半壊は20.6%、一部損壊は60.0%、被害なし

は6.5%となった。9割以上が家屋に何らかの被害を受け、

3人に1人が半壊以上の家屋被害であることがわかった。

性別・世代別では有意差はなかった(性別:χ2(4)=3.29, 

n.s., 世代:χ2(8)=9.79, n.s.)。 

c) 家財被害(表3) 

 家財被害をみると、無回答等を除いた回答数(n=507)の

うち家財が全部被害を受けた人は10.5%、半分被害を受け

た人は41.8%、軽い被害を受けた人は45.8%であった。一

方で被害がなかった人は2.0%のみであり、半数以上の人

が家財の半分以上の大きな被害を受けていたことがわか

った。性別・世代別では有意差はなかった(性別:

χ2(3)=0.86, n.s., 世代:χ2(6)=6.90, n.s.)。 

d) 被害額の年収に対する割合(表3) 

 被害額の年収に対する割合をみると、無回答等を除い

た回答数(n=490)のうち年収と同程度以上の被害を受けた

人は21.8%、年収の30-100%の被害を受けた人は29.6%、年

収の10-30%の被害を受けた人は29.8%、年収の10%未満の

被害を受けた人は18.8%であった。性別には有意差はなく

(χ2(3)=3.37, n.s.)、世代別にみると60歳以上の高齢者

の被害割合が大きかった(χ2(6)=25.03, p<.01)。 

 

(4) 回答者と母集団の等質性の検定(図1) 

無作為抽出による本調査の回答者が、どの程度母集団

の特徴を反映しているのかについて、基本的属性である

性別・年齢(世代)の構成比をもとに検証した。母集団デ

ータは、新潟県総合政策部における市町村別世帯数及び

推計人口(平成17年3月1日現在)22) および年齢(5歳階級)

別推計人口(総数)(平成17年1月1日現在)23) を使用した。 

 2つのデータの適合度を検定した結果(図1)、性別・年

表 1 回答者の性別・年代 (n=518,単位%) 

合 計 男 性 女 性

合 計 1 0 0 4 7 .1 5 2 .9

2 0 - 2 9 歳 7 .7 6 .1 9 .1

3 0 - 3 9 歳 1 4 .5 1 3 .1 1 5 .7

4 0 - 4 9 歳 1 4 .1 1 2 .7 1 5 .3

5 0 - 5 9 歳 2 3 .0 2 5 .0 2 1 .2

6 0 - 6 9 歳 2 4 .3 2 3 .0 2 5 .5

7 0 歳 以 上 1 6 .4 2 0 .1 1 3 .1

平 均 年 齢 (歳 ) 5 3 .8 8歳

表 2 震災時の家族人数と住所 (n=518,単位%)

表 3 被害実態 (n=518,単位%) 
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図 1 回答者と母集団の等質性の検定 

合計 男性 女性 20･30代 40・50代 60代以上

合計 100 100 100 100 100 100

単身世帯 4.4 4.1 4.7 1.7 4.2 6.2

２人 21.0 21.3 20.8 9.6 14.1 33.6

３人 18.1 19.7 16.8 22.6 18.2 15.6

４人 16.8 18.0 15.7 18.3 22.9 10.4

５人 15.3 18.4 12.4 21.7 16.1 10.9

６人以上 23.2 18.0 27.7 25.2 24.0 21.3

無回答など 1.2 0.4 1.8 0.9 0.5 1.9

西小千谷・城川・千田 40.0 41.8 38.3 44.3 39.1 38.4

東小千谷・横浦・東山 17.4 17.2 17.5 18.3 18.2 16.1

山辺・吉谷 8.1 6.1 9.9 5.2 9.4 8.5

真人・岩沢・川井 6.9 7.8 6.2 5.2 8.3 6.6

片貝・高梨・五辺 11.4 11.9 10.9 7.0 9.9 15.2

川口町魚野川北 9.1 8.6 9.5 11.3 7.8 9.0

川口町魚野川南 6.0 5.3 6.6 7.0 6.8 4.7

無回答など 1.2 1.2 1.1 1.7 0.5 1.4

合計 男性 女性 20･30代 40・50代 60代以上

合計 100 100 100 100 100 100

死亡家族あり 0.4 0.4 0.4 0.9 0.5 0

重傷病家族あり 2.7 3.3 2.2 3.5 2.1 2.8

軽傷病家族あり 21.6 17.6 25.2 25.2 19.8 21.3

被害なし 70.8 73.8 68.2 66.1 74.5 70.1

無回答など 4.4 4.9 4.0 4.3 3.1 5.7

家屋層破壊 4.1 2.9 5.1 2.6 3.6 5.2

全壊 8.1 7.4 8.8 9.6 4.7 10.4

半壊 19.5 18.0 20.8 19.1 18.2 20.9

一部損壊 56.8 59.0 54.7 49.6 64.6 53.6

被害なし 6.2 7.0 5.5 7.8 5.7 5.7

無回答など 5.4 5.7 5.1 11.3 3.1 4.3

家財全部被害 10.2 10.2 10.2 7.8 8.3 13.3

半分被害 40.9 41.4 40.5 36.5 41.7 42.7

軽い被害 44.8 44.3 45.3 53.0 44.3 40.8

被害なし 1.9 2.0 1.8 2.6 2.1 1.4

無回答など 2.2 2.0 2.2 0 3.6 1.8

年収の100%以上 20.7 18.4 22.6 19.1 18.2 23.7

30-100% 28.0 26.6 29.2 27.0 25.0 31.3

10-30% 28.2 30.7 25.9 20.9 38.0 23.2

10%未満 17.8 19.7 16.1 29.6 15.6 13.3

無回答など 5.4 4.5 6.2 3.5 3.1 8.5
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齢(世代)ともに回答者と母集団とには有意な差はみられ

なかった(性別:χ2(1)=0.85, n.s., 世代:χ2(2)=5.82, 

n.s.)。基本的属性である性別・年齢(世代)に有意差がみ

られないため「本調査の回答者から得られたデータから、

調査対象地域全体の傾向を見ることが可能である」と結

論づけることができる。 

 

 

４．結果と考察（２）地震発生から安全な場所へ

の移動まで 

 

本章では、地震発生からひとまず安全な場所へ移動す

るまでの被災者の行動とその理由について明らかにして

いった。具体的には、地震発生時の居場所、一度目の激

しいゆれを感じた時の行動、ひとまずゆれがおさまった

時の行動、余震が続くなかの移動とその理由、とりあえ

ず安全な場所への移動とその理由について明らかにした。 

 

(1) 地震発生時の居場所 

 最初の大きなゆれに襲われた時(2004年10月23日(土)17

時56分)の居場所をたずねた。地震発生時に被災地外にい

た回答者(n=19)と無回答等(n=6)を除いた493人の内訳を

みると、自宅にいた人が74.8%、勤務先・学校にいた人が

7.5%、外出先・帰宅途上が17.6%であった。 

 性別および地域(小千谷市・川口町)では有意差はなか

ったが、世代では20･30代が外出先・帰宅途上が多く

(24.8%)、60代以上は自宅にいる人が多かった(85.4%) 

(χ2(4)=25.25, p<.01)。 

 

(2) 一度目の激しいゆれを感じた時の行動(図2) 

 「一度目の激しいゆれを感じたときにとっさにどのよ

うな行動をとったのか」を単一回答でたずねた。その結

果、動くことができなかった(41.7%)、あわてずにじっと

していた(13.1%)という「動けない・動かない人」が過半

数であることがわかった。 

 有意差があった個人属性・被害属性をみていくと、性

別・世代といった個人属性や地震時の居場所には有意差

がみられたが、家屋被害程度や地域(小千谷市(震度6

強)・川口町(震度7))といった外的環境が規定することに

よる有意差はみられなかった。「地震時の居場所による

行動の違い」をみていくと、どの居場所でも「動くこと

ができなかった人」が最も多かったが、自宅にいた人は、

火の始末(10.6%)、自分以外の人間をかばった(10.3%)、

建物の外にでようとした(9.8%)と何らかの行動を起こそ

うとする人も多かった。一方で外出先・帰宅途上におい

ては車を止めた(21.8%)人が多かった(χ2(20)=118.38, 

p<.01)。 

 

(3) ひとまずゆれがおさまった時の行動(図2) 

 「ひとまず『ゆれ』がおさまった時に何をしたのか」

を複数回答でたずねた。その結果、家族の安否を確認し

た(58.7%)が最も多く、懐中電灯など明かりになるものを

探した(46.4%)が続いた。 

 地震時の居場所でみると、どの居場所にいてもまずは

「家族の安否確認」を行っていることがわかった(安否確

認については6(1)で詳述する)。それ以外の項目をみると、

自宅は「明かり探し、ガス元栓・電気ブレーカー・火元

の始末、外へでる」が多く、自宅以外では「外へでる、

明かり探し、テレビ・ラジオの情報収集」が多かった。

家屋被害程度ではこの時点での行動に大きな差はみられ

なかった。 

 

(4) 余震が続くなかの移動とその理由 

 「余震が続く中、どこに移動したのか」をたずねたと
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図 2 一度目の激しいゆれの時の行動(単数回答)(上図)とひとまずゆれがおさまった時の行動(複数回答)(下図)
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ころ、84.4%の人が屋外へ、15.6%の人が屋内へ避難して

いることがわかった(n=481)。これは地震時の居場所、地

域(震度)、家屋被害程度、世代の違いには関係なく8割前

後の人が屋外避難をしていた。 

a) 屋内・屋外に移動した理由(表4) 

 「余震が続く中、屋内もしくは屋外に移動した理由」

を複数回答でたずねた。その結果、屋外避難は、身の危

険を感じた(66.6%)、とりあえず外へ出ようと思った

(66.6%)、建物が崩れると思った(倒壊恐怖)(44.8%)、余

震が恐かった(余震恐怖)(39.1%)が多かった。屋内避難も

回答傾向は同じであったが、全体に回答の割合が低いこ

とと、家族の様子を知りたかったという理由が多かった

点が特徴的であった。 

b) 屋外に移動した理由とタイプ分け(表5・図3) 

 回答数の多い「屋外避難」の避難理由項目について最

尤法・プロマックス回転の因子分析を行った。因子負荷

の低い数項目を除き、最終的に4因子を抽出した。因子1

は避難所・避難場所へ向かうための「避難所・避難場

所」因子、因子2は余震・建物倒壊による身の危険を感じ

た「余震・倒壊恐怖」因子、因子3は家族や建物外の様子

を知るための「安否・被害状況確認」因子、因子4は特に

指示もなかったからとりあえず屋外に移動したという

「特定理由なし」因子であった。 

 次に各回答者について最も高い因子得点の因子を選び、

回答者を4因子のどれかにタイプ分けしていった。その結

果、全体(n=404)では余震・倒壊恐怖で避難した人が

47.8%、他動的避難が24.0%、安否・被害状況確認が19.1%、

避難所避難が9.2%となった。各属性での差をみると、性

別・世代・家屋被害程度では有意差がなく、地震発生時

の居場所と地域(小千谷市・川口町)では有意差があった。

世代・性別と地域には有意差がなく(3章(2)c)参照)、地

震発生時の居場所と地域にも有意さがない(本章(1))こと

から、小千谷市・川口町ともに8割以上が屋外避難をした

が、「地域の差≒ゆれの差」によって屋外避難理由が変

わることが考えられる。震度7地域では余震・倒壊恐怖に

よる屋外避難(61.7%)が最も大きく、震度6強地域では安

否・状況確認による避難(20.9%)も大きかった。また、地

震発生時の居場所では、自宅にいる人は余震恐怖(51.6%)、

外出先・帰宅途上の人は安否・状況確認(44.8%)で屋外に

避難したことがわかった。 

c) しばらく移動しなかった理由 

 しばらく移動しなかった人(n=38)にその理由を複数回

答で聞いたところ、その場所が一番安全だと思った

(44.7%)、暗くて動くことができなかった(39.5%)、余震

が恐かった(28.9%)の順になった。また、他人の助けがな

いと動けない人がいた(7.9%)、家具の下敷きになって動

けなかった(2.6%)という理由もあった。 

 

(5) とりあえず安全な場所への移動とその理由 

 「ゆれがおさまった後『ここならとりあえず安全だ』

と思うことのできる場所へ移動したか」を聞いたところ、

地震時にどの居場所にいた人もほぼ100%の人が「ここな

らとりあえず安全だ」と思うことのできる場所へ移動し

ていることがわかった。 

a) 移動した「安全な」場所 

移動した場所は、屋外が89.4%、屋内が10.6%で「屋

外」を安全な場所として認識していることがわかった。

具体的にどこを安全な場所と認識して移動したのかをみ

ると、空き地(20.1%)、道路(19.2%)、駐車場(17.9%)、車

の中(13.8%)の上位4箇所で全体の7割以上を占めていた。

また町内集会施設・福祉センター、自宅の車庫、近所の

家、自宅など、一見「屋内」と思える場所に回答してい

る人も、半数以上が各移動先の「屋外」に避難している

ことがわかった。  

表 4 屋内・屋外に移動した理由 

表 5 因子分析表(屋外避難理由) 

図 3 屋外避難理由のタイプ分け 
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合計 屋内 屋外

合計 100 100 100

身の危険を感じた 64.7 46.3 66.6

とりあえず外へ出ようと思った 63.6 34.1 66.6

建物が崩れると思った 42.9 24.4 44.8

余震が恐かった 37.8 24.4 39.1

家族の様子を知りたかった 12.4 26.8 10.9

建物外の様子を知りたかった 9.9 4.9 10.4

避難所・避難場所へ向かうため 9.4 9.8 9.4

移動するよう指示された 6.1 9.8 5.7

助けを求めるため 2.0 4.9 1.7

けが人を搬送するため 1.1 2.4 1.0

職場へ向かうため 0.9 0 1.0

火災が起きたのを知ったため 0.2 0 0.2

N 445 41 404

因子１ 因子２ 因子３ 因子４

1.00 -.03 -.03 .02 1.00

-.04 .70 -.07 -.09 .48

.09 .49 .14 .15 .32

-.04 .45 -.04 -.01 .21

-.05 -.04 .61 -.02 .38

-.02 -.04 .25 .24 .11

.15 -11 .22 -.12 .10

-.03 .05 -.09 .53 .30

-.05 .04 -.01 -.19 .04

1.0 1.0 0.5 0.4 2.9

11.6 11.0 5.8 4.3 32.6

最尤法・プロマックス回転

固有値

寄与率（％）

建物外の様子把握

火災発生

とりあえず屋外

移動するよう指示

身の危険

余震への恐怖

建物倒壊への恐怖

家族の様子把握

屋外に避難した理由

因子負荷量

共通性

避難所・避難場所移動
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b) 移動までにかかった時間 

 移動までにかかった時間をたずねたところ、最頻値

(Mo)が10分、中央値(Me)が30分、算術平均値(M)が105.82

分だった。カテゴリーでわけると5分以内が17.8%、5-10

分が14.6%、10-30分が21.7%、30-60分が12.4%、60分以上

が23.7%だった(n=445)。5分以内は田畑や道路、5-30分が

空き地や駐車場、60分以上が自宅車庫や車の中、学校内

の建物やグランド、町内集会施設・福祉センターなどで

あった。 

c) 安全な場所に避難した理由 

 安全な場所に避難した理由を複数回答で聞くと、余震

の恐怖(75.2%)、建物の安全性への不安(55.9%)、人のい

るところを求めて(43.0%)の3つが大きな理由としてあげ

られた。ここから余震の多さが屋外避難の大きな理由で

あることが明らかになった。 

d) 安全な場所に避難した理由とタイプ分け(表6) 

 安全な場所に避難した理由項目について最尤法・プロ

マックス回転の因子分析を行い、最終的に5因子を抽出し

た。因子1はガス・上下水道の途絶による「ライフライン

使用不可」因子、因子2はケアの必要な家族がいたための

「ケア必要家族の存在」因子、因子3情報・物資の支援を

求めての「情報・物資支援」因子、因子4は余震や建物の

安全性への恐怖・不安からの「余震・倒壊恐怖」因子、

因子5は人のいるところ・周囲の人に誘われて避難をする

「他者志向」因子であった。 

 次に各回答者について最も高い因子得点の因子を選び、

回答者を5因子のどれかにタイプ分けしていった。その結

果、全体(n=472)では余震・倒壊恐怖で避難した人が

26.9%、ケア必要家族の存在によって避難した人が22.5%、

他者を志向して避難した人が21.0%、情報・物資支援を求

めての避難が15.3%、ライフライン使用不可のための避難

が14.4%であった。各属性での差をみると、屋外避難では

有意差がみられた地震発生時の居場所や地域(小千谷市・

川口町)・家屋被害程度では有意差がみられず、性別・世

代・家族人数などの個人属性によって有意差がみられた。

最初の屋外避難では地域(震度)や震災時の居場所が規定

因となったが、安全性を求めている避難ではもはや外的

な規定因は関係なく、個人属性に基づいて各人が避難行

動を行っていることが明らかになった。 

e) 安全な場所に避難しなかった理由 

安全な場所に移動しなかった人(n=14)にその理由を複

数回答で聞いたところ、家族に高齢者がいたから(35.7%)、

家の中の方が安全だった(28.6%)、避難命令がでなかった

(21.4%)、余震の恐怖があったから(21.4%)の順で理由が

多かった。 

 

 

５．結果と考察（３）被災者の居住地の移動 

 

本章では、より長期的な視点から被災者の居住地・避

難先の移動について明らかにした。 

 

(1) 質問項目の内容と分析方法 

 被災者の長期的なすまいの変遷過程について焦点をあ

て、被災者が震災当日から震災後3-6ヶ月(調査時点(2005

年3月))に至るまでに、どのような居住地・避難先を利用

したのかについて質問し、居住地・避難先の量的把握を

行った。質問した時点は、震災当日、震災後2-4日、震災

後2週間、震災後1ヶ月、震災後2ヶ月、震災後3-6ヶ月の6

地点である。その結果をもとに、各時点における被災者

の居住地・避難先等の割合を表した。 

先行研究として、阪神・淡路大震災の被災者に対する

調査結果から「10時間・100時間・1000時間で変化する」

対数軸を使うことの意義が検証されてきた14～17) 24～26)。

本調査において、新潟県中越地震時の被災者調査結果(図

4)と阪神・淡路大震災時の調査結果(図5)を比較・検討す

ると、「10時間・100時間・1000時間で変化する」対数軸

で示すことによって、「災害規模や災害現象で被災者の

生活再建過程における行動に大きな差があること」を示

すことができた。この結果からも時間軸を対数軸を使う

ことの意義が改めて検証された。 

  

(2) 具体的な居住地の変遷過程(図4) 

 新潟県中越地震の結果をみると(図4・表7)、震災当日

に自宅にいた被災者は全体の10.7%であった。震災後2-4

日でも13.7%であり、その後、避難先から自宅に戻る人が

増えていき、震災後2週間では34.6%、震災後1ヶ月では

66.6%、調査時点では85.7%の人が自宅に戻っていた。 

 具体的な避難先をみてみると、テント・車の中・車

庫・駐車場という屋外避難が震災当日(68.1%)から震災後

2-4日(57.5%)まで最も多い避難先となっていた。自宅に

は、震災後2-4日過ぎから戻りはじめるが、50%を超える

のは震災後2週間(34.6%)から震災後1ヶ月(66.6%)の間で

あった。避難所は、震災2-4日(13.1%)から震災後1ヶ月

(8.0%)の間で避難先として利用され、ピークは震災後2週

間(15.8%)であった。また血縁宅に避難する割合は、震災

後1ヶ月を過ぎるまで避難所の割合を超えることはなく、

避難先としてはあまり利用されなかった。応急仮設住宅

は震災後1ヶ月から急増し、震災後3-6ヶ月時点では8.3%

の人に利用されていた。自分で借りた賃貸住宅も、震災

後1ヶ月から増えはじめ、震災後3-6ヶ月時点では2.9%の

人に利用されていた。 

 

(3) 阪神・淡路大震災における結果との比較(図5) 

 図5・表7下段が阪神・淡路大震災の被災者に対するラ

ンダムサンプリング調査における「震度6強および震度7

地域での被災者の居住地の変遷過程」である26)。2つの結

果を比べてみると、いくつかの特徴が浮かんでくる。 

 1つめは、震災当日～震災後2週間までの新潟県中越地

表 6 因子分析表(安全場所避難理由) 

因子１ 因子２ 因子３ 因子４ 因子５

1.00 -.01 -.00 .00 .03 .99

.95 .03 -.01 -.01 -.02 .91

.85 -.02 .06 .02 .00 .74

-.04 1.01 .06 .02 -.01 1.00

.08 .27 -.19 -.02 .05 .12

-.04 -.01 .63 -.01 .07 .41

.16 -.03 .45 -.05 -.13 .24

.04 .07 -.06 .52 -.03 .30

.07 .02 -.04 .42 .02 .20

.10 .09 -.05 -.27 .06 .08

-.02 -.07 .14 .15 .43 .29

.04 .10 -.04 -.21 .39 .16

.01 -.01 -.19 .02 .25 .07

1.2 2.7 0.7 0.6 0.3 5.5

9.0 20.7 5.5 4.5 2.7 42.4

最尤法・プロマックス回転

固有値

寄与率（％）

避難命令

人を求めて

周囲に誘われ

乳幼児

情報・物資求めて

行政支援求めて

建物安全性への不安

余震恐怖

断水

トイレ使用不可

ケア必要家族

高齢者

安全な場所に避難した理由

因子負荷量

共通性

ガス途絶
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震の自宅割合の少なさおよび屋外避難の多さである。こ

れは、前章(4)(5)にもあるように、余震の多さからくる

恐怖と建物の安全性への不安から「屋内＝安全ではな

い」と人々に強く認識されていることが原因だと考えら

れる。地震発生後5日間までは余震として有感地震が多発

したが7)8)、そのような断続的な余震が人々の避難と居住

地選択行動に大きな影響を与えていることが明らかにな

った。2つめは、血縁宅の利用の少なさである。阪神・淡

路大震災では、震災後2-4日以降から血縁宅は避難所に代

わる最も大きな避難先として利用されていたが、新潟県

中越地震ではそのような傾向がみられなかった。これは、

血縁宅も被災地内のごく近隣にあるために避難先として

の資源にならなかったことや、コミュニティー(共助)が

強いため避難所での生活が都市部のように他人同士にな

らずに不快・不便ではなかったことなどが理由として考

えられる。 

 

 

６．結果と考察（４）安否・被害状況確認と自主

防災組織の活動状況 

 

本章では、地震発生後の初期の段階の被災者行動・地

域活動のうち、どのような安否・被害状況確認をいつ行

ったのか、自主防災組織はどのような活動をしていたの

かについて分析を行った。 
 

(1) 安否・被害状況確認をした割合と時期 

a) 質問項目の設計 

 安否確認行動は、災害発生後の初期の被災者行動の1つ

であるが、実態はよくわかっていない。広辞苑第五版で

は27)、安否を「無事かどうかということ。『安否が気づ

かわれる』『安否を問う』」と定義しているが、防災事

典28)・防災学ハンドブック29)には具体的記載はない。 

 本調査では、広辞苑の定義から「安否確認は人だけで

はなく事物も対象とする」と考え「安否・被害状況確

認」として、1.同居家族、2.同居していない家族・親せ

き、3.自宅建物、4.自宅家財道具、5.自家用車、6.田畑

の6種類の安否・被害状況確認を実際に行ったのか、行っ

たならばいつ行ったのかについて、地震発生以降の「カ

レンダー」に○をつけて回答してもらった17)。 

b) 分析結果 

図6が、安否・被害状況確認をした割合である。これを

みると、田畑を除いてほぼ100%の人が安否・被害状況確

認を実際に行っていることがわかった。図7が安否・被害

状況確認をした時期である。まず地震直後に同居家族の

安否確認を行ったあとは、自家用車の確認を10時間以内
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図 4 被災者の居住地の変遷過程 

図 5 阪神・淡路大震災における 

被災者の居住地の変遷過程 

震 災 後 経 過 時 間 1 0 時 間 1 0 2 時 間 1 0 3 時 間

居 住 地 当 日 2 - 4 日 2 週 間 1 ヶ 月 2 ヶ 月 3 - 6 ヶ 月 7 - 1 2 ヶ 月 2 年 目 3 - 6 年 目 7 - 8 年 目

自 宅 1 0 .7 1 3 . 7 3 4 .6 6 6 .6 8 1 .0 8 5 .7

血 縁 2 .1 4 . 9 8 .9 7 .1 4 . 0 1 .4

勤 務 先 1 .1 1 . 1 1 .1 0 .5 0 . 2 0

友 人 ・ 近 所 0 .5 1 . 5 2 .2 0 .9 0 . 5 0

避 難 所 5 .0 1 3 . 1 1 5 .8 8 .0 1 . 6 0

屋 外 ( テ ン ト 等 ) 6 8 . 1 5 7 . 5 2 9 .2 1 0 .8 1 . 6 0

仮 設 住 宅 0 .0 0 . 2 0 .2 0 .2 7 . 0 8 .3

賃 貸 住 宅 0 .0 0 . 2 0 .9 1 .4 2 . 6 2 .9

そ の 他 1 2 . 5 7 . 7 7 .1 4 .6 1 . 4 1 .7

Ｎ 4 3 9 4 5 2 4 6 2 4 3 7 4 2 7 4 2 0

震 災 後 経 過 時 間 1 0 時 間 1 0
2
時 間 1 0

3
時 間

居 住 地 当 日 2 - 4 日 2 週 間 1 ヶ 月 2 ヶ 月 3 - 6 ヶ 月 7 - 1 2 ヶ 月 2 年 目 3 - 6 年 目 7 - 8 年 目

自 宅 5 6 .2 5 8 . 2 5 6 .9 6 7 .5 7 2 .0 7 3 .2 7 5 .5 8 0 .7 8 9 .6 9 4 .0

血 縁 9 .9 1 6 . 4 2 3 .1 1 3 .2 8 . 6 8 .6 3 .1 2 .5 0 .8 0 .5

勤 務 先 2 .8 1 . 3 2 .5 3 .3 3 . 3 1 .4 1 .7 0 .5 0 0

友 人 ・ 近 所 2 .1 2 . 4 2 .9 2 .4 1 . 7 0 .2 0 .5 0 .2 0 0

避 難 所 2 5 . 5 1 4 . 2 7 .3 4 .3 3 . 8 1 .9 1 .2 0 .2 0 0

仮 設 住 宅 0 .0 0 . 7 0 .9 1 .0 2 . 6 5 .5 6 .3 5 .9 3 .6 0 .3

賃 貸 住 宅 0 .0 0 . 7 1 .8 5 .5 6 . 2 7 .8 9 .9 7 .4 4 .4 2 .9

そ の 他 3 .6 6 . 1 4 .5 2 .9 1 . 7 1 .4 1 .7 2 .5 1 .6 2 .4

Ｎ 5 7 7 4 5 7 4 4 1 4 1 8 4 1 8 4 2 1 4 1 3 4 0 4 3 8 6 3 8 1

各 時 点 で 避 難 し た 人 を 1 0 0 % と し た と き の 割 合 ( % )

表 7 被災者の居住地の変遷過程(上段:本調査、下段:阪神･淡路大震災(2003 年調査)) 
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の段階で行い、被害の確認の前に避難手段の確認を人々

は行っていることがわかった。その後10時間で、同居し

ていない家族安否、自宅建物・家財の被害状況の確認を

行っていた。田畑の確認は地震後100時間の段階で行って

いた。以上のように安否確認は、災害後の早い段階に迅

速に順序立てて行われていることがわかった。 

 

(2) 自主防災組織の活動状況 

 「地震以前から地域で自主防災組織が活動しているこ

とを知っていたか」とたずねたところ、「知っている」

という回答は小千谷市40.6%、川口町16.7%にとどまった。

しかし「地震以降の地域の自主防災組織の活動」につい

て複数回答でたずねると、小千谷市・川口町ともに「救

援物資の運搬・配布をしている」が6割以上認知されてい

た(図8)。また「安全な場所への避難」「炊き出し」「避

難所運営」についても4割程度認知されていた。特に川口

町の「炊き出し」は59.7%と高く認知されていた。 

 

 

７．結果と考察（５）生活復旧・復興カレンダー 

 

 本章では、被災者の時系列的な生活復旧・復興過程、

すなわち「生活復旧・復興カレンダー」を明らかにした。 

 

(1) 生活復旧・復興カレンダー項目 

 被災者が生活復旧・復興の節目となりうる6つの気持

ち・行動・状況について、それらの気持ち・行動・状況

がいつ発生したのかについて、地震発生以降の「カレン

ダー」に○をつけるかたちで回答してもらった17)。 

 質問項目は「仕事/学校がもとに戻った」「すまいの問

題が最終的に解決した」「家計への震災の影響がなくな

った」「毎日の生活が落ちついた」「自分が被災者だと

意識しなくなった」「地域経済が震災の影響を脱した」

の6項目である。 

 

(2) 生活復旧・復興のようす(図9) 

 仕事/学校がもとに戻ったのは震災後2週間、毎日の生

活が落ちついたのは震災後2ヶ月(1000時間)であった。す

まいの問題が解決した人は、震災後5ヶ月が経過した調査

時点(2005年3月)でようやく50%を超えていることがわか

った。また、家計への震災の影響がなくなった人は調査

時点で44.3%、自分が被災者だと意識しなくなった人は調

査時点で38.6%、地域経済が震災の影響を脱したと回答し

た人は調査時点で12.1%にとどまった。家計への影響もさ

ることながら、震災が地域全体に与えた影響は甚大なも

のであることが、地域住民の主観的な評価の観点からも

明らかになった。 

 この結果を2005年1月に阪神・淡路大震災の被災地で行

った調査結果と比較すると、生活復旧・復興の大まかな

パターンが、新潟県中越地震においても阪神・淡路大震

災においても、ほぼ同様の傾向を示していることがわか

った。特に図中①～⑥の復旧・復興の順番が同じであり、

現代日本における地震災害の復旧・復興パターンの一般

性を仮定できる結果であることがわかった。 

  

(3) すまいの問題が解決していない理由(図10) 

 すまいの問題が解決したのは調査時点で約半数に過ぎ

なかったが、この原因として「自宅の修理・補修を考え

ていたが、調査時点までに終わっていない」人が小千谷

市で57.4%、川口町で55.1%もいることが考えられる。自

宅の修理・補修ができない理由を複数回答で聞くと、小

千谷市は「雪が降ったため様子をみた」「急いで修理が

必要なほどの被害ではない」「工務店や大工が忙しかっ

た」の理由がいずれも5割程度であった。一方で川口町は

「雪が降ったため様子をみた」が65％、「工務店や大工

が忙しかった」が5割と、外的な要因で修理・補修ができ

ない状況が明らかになった。 

 

(4) 今後のすまい再建と永住希望 

 「これからも現在住んでいる地域で、ずっと暮らして

いきたいか」をたずねたところ、小千谷市の80.0%、川口

町の82.9%が「ずっと暮らしていきたい」と回答した。世

代で有意差がみられ、20・30代でずっと暮らしていきた

い人は71.9%で、40･50代(82.1%)、60代以上(84.3%)に比

べて有意に低かったが(χ2(2)=7.57, p<.05)、それでも7

割の人が「ずっと暮らしていきたい」と回答した。 
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図 8 地震以降の自主防災組織の活動状況 
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 また「引っ越したい」と回答した人に希望移転先をた

ずねたところ、同じ地域・町内が20.4%、同じ市町村内が

22.6%、その他の新潟県内が39.8%と、希望移転先の8割以

上が新潟県内であり、地元への愛着の強さがうかがえる。

また移転が決まった小千谷市東山集落(n=13)は、

61.5%(n=8)が引っ越しをしたいと考えていた。 

 

 

８．結論 

 

 本論文では「新潟県中越地震における被災者の避難行

動と生活復旧・復興過程」について、ランダムサンプリ

ング手法で得られた量的データをもとに、被災者の避難

行動と理由、被災者の居住地・避難先の移動、安否・被

害状況確認行動と時期、生活復旧・復興過程について明

らかにした。 

 一度目の激しいゆれのあとの行動は「動けない・動か

ない」が過半数であった。また、ゆれがおさまった後の

行動は、地震発生時にどこにいても「家族の安否確認」

が 6 割前後だった。余震の中での移動では、地震発生時

どこにいても約 8 割が「屋外」へ避難した。その後の安

全だと思う場所への避難として、約 7 割が屋外の空き

地・道路・駐車場・車の中に避難した。 

被災者の居住地の変遷をみると「車の中・テント・車

庫・駐車場」が震災後 2-4 日(100 時間)まで最も大きか

った。余震が原因と考えられる。そのため阪神・淡路の

時のように初日から自宅にとどまることはなかった。ま

た血縁宅は避難先の資源として使われなかった。 

 安否・被害状況確認は、最初に同居家族、次いで自家

用車(被害状況確認の前に避難手段の確認)、震災後 10 時

間で、同居していない家族、自宅建物・家財状況、その

後 100 時間で田畑の被害状況を確認していた。 

 生活復旧・復興状況をみると、仕事/学校がもとに戻っ

たのは震災後 2 週間、毎日の生活が落ちついたのは震災

後 2 ヶ月(1000 時間)、すまいの問題が解決したのは調査

時点(2005 年 3 月)であった。家計への震災の影響がなく

なった、自分が被災者だと意識しなくなった、地域経済

が震災の影響を脱した人は過半数に届かず、特に震災が

地域に与えた影響の大きさが浮き彫りになった。 

 被災地は復旧・復興途上である。今後も定期的に調査

を行うことで、被災者の復旧・復興過程を追っていき、

その全体像を明らかにしていきたい。また得られた知見

図 9 生活復旧・復興カレンダー(太線が新潟県中越地震、細線が阪神・淡路大震災) 
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図 10 自宅の修理・補修ができない理由 
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を、新潟県中越地震以外の災害(阪神・淡路大震災など)

から得られた知見と比較・検討することによって、知見

の一般性と適用可能性について検討を重ねていきたい。 
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